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 1933 年 7 月 14 日に制定された、遺伝性の病や障害を持つと見なされる人々に対する断









る「ドイツ精神医療精神療法精神身体医学神経学会 Deutsche Gesellschaft für Psychiatrie 















































































によって指摘されている（例えば、Gerrit Hohendorf, Der Tod als Erlösung vom Leiden. 
Geschichte und Ethik der Sterbehilfe seit dem Ende des 19. Jahrhunderts in 




























































楽死」犠牲者遺族に対する関心が高まっていった。1980 年から 1980 年代半ばという時期
は、それまで目が向けられてこなかった強制断種犠牲者および「安楽死」犠牲者遺族の存
在が、各界で「発見」される過程であった。 




「ナチスによる『安楽死』および強制断種被害者の会 Bund der Geschädigten der 
“Euthanasie” und Zwangssterilisierte」（BEZ、以下、「被害者の会」と略記）である。「被
















































1945 年を経て、実に 2007 年まで、ナチの不法として認定されていなかった。確かに、ナ
チ体制期に見られた、遺伝病の子孫予防法の「濫用」、すなわち、政治的敵対者への同法律
の適用や、ユダヤ人およびシンティ・ロマへの断種行為など、本来の指針を逸脱して行わ
れた強制断種については、1950 年代から問題視されていた。しかし、優生学的指針に基づ
く、障害者に対する強制的な断種と、それを合法化する断種法自体を非難する声は、1980
年代に至るまで、強制断種をめぐる議論の前面に出てくることはなかった。このことから
は、優生学的思想をめぐる 1945年を挟む連続性が、強制断種犠牲者の戦後の補償政策や名
誉回復を大きく阻んだことが指摘出来よう。 
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 2点目に挙げられるのは、犠牲者および遺族が受けた被差別経験の影響力の連続性である。
これは、強制断種犠牲者および「安楽死」犠牲者遺族の双方にいえることであるが、ナチ
体制期に「劣等分子」或いは「劣等分子の子供」として受けた差別は、1945 年を経てもな
お、彼らの生涯に影を落とし続けた。そして、ナチ体制期に味わった、そうした被差別経
験が、彼らが犠牲者ないし遺族として、補償政策などにおける自分たちに対する等閑視に
抗議することを躊躇わせた。この躊躇いに起因する、犠牲者および遺族自身の「沈黙」が、
補償政策をはじめとする様々な場で、彼らのプレゼンスを低め、さらにその存在が等閑視
される事態を招いた。強制断種および「安楽死」の「過去との取り組み」が、犠牲者およ
び遺族の側から、すなわち「下から」発展しなかった背景として、犠牲者および遺族が抱
えた、被差別経験の 1945年を挟む影響力の連続性は、看過できない問題といえよう。 
 この論点は、ひいては、病者や障害者、ないしそのように見なされる人々が抑圧され、
低い地位に置かれるという、社会構造的な連続性の問題ともつながってくる。補償政策を
めぐる連邦議会内の議論においては、ホロコーストの犠牲者であるユダヤ人など、他の犠
牲者集団に対する支払いの必要性から、強制断種犠牲者や「安楽死」犠牲者遺族に補償を
支払う余裕はないという見解が、度々提示された。こうした見解の背景には、国際問題化
していたユダヤ人に対する補償支払い問題と比して、強制断種や「安楽死」をめぐる補償
が国内問題であったこと、また、「被害者の会」が設立されるまで、犠牲者や遺族を代表す
る有力なロビー団体がなかったという背景もあろう。しかし、補償政策における、強制断
種犠牲者および「安楽死」犠牲者遺族の優先順位の低さは、病者や障害者、或いはそう見
なされる人々に対する抑圧の連続性の発露のようにも解釈できる。実際、強制断種犠牲者
に対する補償に関する議論では、精神病者や知的障害者を、補償を受けるに値しないとす
るような主張も見受けられた。ここには、ナチ体制期に見られたような、病者や障害者を
「劣等」と見なし、迫害・排除する社会構造の残滓を見ることも出来よう。このように考
えれば、強制断種犠牲者や「安楽死」犠牲者遺族の補償をめぐる諸問題は、病者・障害者
に対する差別の連続性のなかで捉え直さなければならないのではなかろうか、ということ
を指摘して、本論文の結びとした。 
 
 
